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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ａ）軟質ポリオレフィン封止膜（１）を非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）で被覆
し、２５℃で非粘着性であるホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜（３）を形
成し、
ｂ）地上または地下の構造物（５）の表面（４）に前記ホットメルト接着剤被覆のポリオ
レフィン封止膜（３）を積層し、
ｃ）前記非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）を部分的に溶融するよう加熱し、
ｄ）前記非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）を冷却し、軟質ポリオレフィン封止膜
（１）と前記構造物（５）の表面との間に接着結合を形成する
ステップを含み、前記非反応性ホットメルト接着剤化合物がエポキシ樹脂を含有しないこ
とを特徴とする、地下または地上の構造物を封止する方法。
【請求項２】
　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が前記非反応性ホットメルト接着剤化合物の量
に対して５０重量％以上の量の２５℃で固体の熱可塑性ポリ－α－オレフィンであること
を特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が前記非反応性ホットメルト接着剤化合物の量
に対して６０重量％以上の量の前記ポリ－α－オレフィンであることを特徴とする請求項
２に記載の方法。
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【請求項４】
　前記熱可塑性ポリ－α－オレフィンがアタクチックポリ－α－オレフィン（ＡＰＡＯ）
であることを特徴とする請求項２又は請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が２５℃で固体のコポリマーを含有し、前記コ
ポリマーが前記非反応性ホットメルト接着剤化合物の量に対して５０重量％以上の量であ
り、前記コポリマーが少なくとも１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なくとも２つの
モノマーのフリーラジカル重合により得られることを特徴とする、請求項１に記載の方法
。
【請求項６】
　前記コポリマーが前記非反応性ホットメルト接着剤化合物の量に対して６０重量％以上
の量であることを特徴とする、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記コポリマーが１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なくとも２つのモノマーのフ
リーラジカル重合により得られることを特徴とする、請求項５又は請求項６に記載の方法
。
【請求項８】
　前記コポリマーがエチレン－酢酸ビニルコポリマーであることを特徴とする、請求項５
～７の１つに記載の方法。
【請求項９】
　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が８０～２００℃の融点を有することを特徴と
する、請求項１～８の１つに記載の方法。
【請求項１０】
　前記非反応性ホットメルト接着剤化合物が１３０～１８０℃の融点を有することを特徴
とする、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　ステップａ）の前記非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）が５０～３００ｇ／ｍ２
塗布されることを特徴とする、請求項１～１０の１つに記載の方法。
【請求項１２】
　ステップａ）の前記非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）が１００～２００ｇ／ｍ
２塗布されることを特徴とする、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記地下または地上の構造物（５）の表面（４）が追加のステップａ’）、
ａ’）非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）を前記地下または地上の構造物（５）の
表面（４）に塗布する
　ことにより得られ、ステップａ’）はステップｂ）の前に行う、ホットメルト接着剤（
４’）で被覆された表面であることを特徴とする、請求項１～１２の１つに記載の方法。
【請求項１４】
　ステップｃ）の熱の導入が、ステップｂ）のホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン
封止膜（３）の積層中に、前記ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜（３）の
非反応性ホットメルト接着剤化合物（２）と前記構造物（５）の表面（４）との間に形成
される空隙（６）に行われることを特徴とする、請求項１～１３の１つに記載の方法。
【請求項１５】
　前記ステップｃ）の熱の導入が前記ホットメルト接着剤化合物（２）と反対側の前記ポ
リオレフィン封止膜（１）に行われ、前記ポリオレフィン封止膜（１）を通り、前記ホッ
トメルト接着剤化合物（２）へ移動することを特徴とする、請求項１～１４の１つに記載
の方法。
【請求項１６】
　前記ステップｃ）の熱の導入が前記ホットメルト接着剤化合物の温度がクロスオーバー
温度以上で且つ前記ホットメルト接着剤化合物（２）の融点よりも３０℃以上低い温度で
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行われることを特徴とする、請求項１～１５の１つに記載の方法。
【請求項１７】
　前記ステップｃ）の熱の導入が前記ホットメルト接着剤化合物の温度がクロスオーバー
温度以上で且つ前記ホットメルト接着剤化合物（２）の融点よりも４０℃以上低い温度で
行われることを特徴とする、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記軟質ポリオレフィン封止膜（１）が織物で補強されることを特徴とする、請求項１
～１７の１つに記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地上または地下の構造物を封止する分野およびホットメルト接着剤の分野に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリオレフィン封止膜はかなり以前から知られている。これらはまた、長い間、屋根お
よび屋根構造物を封止するために使用されてきている。これまで、このような膜が接着剤
ストリップとして屋根に塗布され、合わせて熱封止されてきた。このようなストリップを
適所に配置するため、これまでおもに機械的な固着手段、例えば鋲を使用していた。当然
ながら、このため確実に防水するには大きな問題があった。
　しかし、ポリオレフィン封止膜を付着させることは困難である。既存の装置は非常に高
価であるため、多くの不都合があった。これまで、特許文献１（国際公開第２００９／１
３３０９３Ａ号）に開示されているように、反応性ホットメルト接着剤をポリオレフィン
の付着に使用しており、これまでシラン処理されたグラフトポリ－α－オレフィン系の反
応性ホットメルト接着剤が使用されてきた。しかし、これらの接着剤は非常に高価である
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２００９／１３３０９３Ａ号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的は、地上または地下の構造物を確実に、かつ経済的に封止することを可能
にする方法を利用可能にすることである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　特筆すべきことに、請求項１に記載の方法は、この課題を成し遂げることができること
がわかっている。特に、この方法は、軟質ポリオレフィンストリップを基材全面、特に屋
根または屋根構造物に長期間付着させる、これまで切望されてきたことを非常に簡易に実
現し、従って最適な封止を得ることを可能にする。
　特筆すべきことに、非反応性ホットメルト接着剤化合物は、この問題の解決に場合によ
り適切であることがわかっている。特に、軟質ポリオレフィン膜は非粘着性であり、それ
ゆえ長期間であっても、特にロール状で保存することができるという利点が示されている
。必要な場合、これらの膜を、熱を導入した後、冷却することにより、封止する基材と付
着させることができ、そうしてその結果、複合体を形成することができる。この方法では
、非常に素早く接着結合が生じ、そうしてわずか数分後に、ポリオレフィンストリップと
ポリオレフィンストリップに付着された基材との間に強い力を伝達することができること
が示されている。この迅速な強度の形成は、接着にクランプなどの機械的固定手段を必要
としないという点で有利なものである。さらに、本発明に適した非反応性ホットメルト接
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着剤化合物は、反応性ホットメルト接着剤に比べかなり安価であり、これまでの最先端の
ポリオレフィンを付着させる技術に使用されてきた。
　本明細書に開示された封止膜は容易に作製でき、長期間にわたり保存および出荷でき、
かつ非常に簡易な方法で塗布および付着することができる。特に、鋲などの機械的固定手
段は、積層および固定に必要としない。これにより、損傷に対する膜の脆弱性を低下させ
る。結果として、漏出源が非常に小さくなる。
【０００６】
　本発明の他の態様は、他の独立請求項の主題となる。本発明の特に好ましい実施形態は
、従属請求項の主題となる。
【０００７】
　第１の態様において、本発明は地上または地下の構造物を封止する方法に関する。本方
法は、以下：
ａ）軟質ポリオレフィン封止膜を非反応性ホットメルト接着剤化合物で被覆し、２５℃で
非粘着性である、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜を形成し、
ｂ）ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜を地上または地下の構造物の表面に
配置し、
ｃ）非反応性ホットメルト接着剤化合物を部分的に溶融させるため加熱し、
ｄ）非反応性ホットメルト接着剤化合物を冷却し、軟質ポリオレフィン封止膜と構造物の
上面との間に接着結合を形成する
ステップを含む。
【０００８】
　本明細書において、「封止膜」は、軟質の、屈曲可能な、特に０．０５ミリメートル～
５ミリメートルの厚さの平坦なプラスチックであり、巻き取ることができることを意味す
ると理解される。従って、厳密に１ミリメートル以下の厚さの膜に加え、好ましくは、典
型的にトンネル、屋根およびスイミングプールを封止するために１～３ｍｍ、特定の場合
においてさらに５ｍｍまでの厚さで使用されるといった封止ストリップが、含まれると理
解される。このような膜は通常、はけ塗り、注入、圧延または押出しにより作製され、典
型的にはロール状で市販され、またはその場で作製される。これらの膜を、単一層または
複数層から作製することができる。膜に追加の材料および加工剤、例えば、充填剤、紫外
線および熱安定剤、可塑剤、潤滑剤、殺生物剤、難燃剤、抗酸化剤、顔料、例えば、二酸
化チタンまたはカーボンブラックならびに染料を含有させることもできることは当業者で
あれば明らかである。従って、本明細書において、ポリオレフィン１００％から構成され
ていない膜もまた、ポリオレフィン膜として設計されている。
　特に、軟質ポリオレフィン封止膜または封止膜として、建造物を封止する分野のための
標準的なポリオレフィン封止膜が、適している。このようなポリオレフィン膜は特に可塑
剤を含有する。
　軟質ポリオレフィン封止膜は、「ＦＰＯ」として当業者に知られている軟質ポリオレフ
ィン系である。このような軟質ポリオレフィンは、オレフィン、特にエチレンおよびプロ
ピレンのホモポリマーまたはコポリマーである。封止膜として実際に使用し得るために、
これらのポリオレフィンは軟質であることが重要である。剛性のポリオレフィンの使用は
、膜を屈曲または逆に屈曲させる間に、例えば、膜を塗布する間、または使用する間に起
こる可能性があり、例えば、温度の変動により、または機械的負荷により、例えば、膜上
を歩行または運転する間に起こり、これらの膜が破損し、または少なくとも部分的に裂け
る可能性があり、そうして封止機能がもはや確保されない状態につながる。さらに、封止
箔が建設現場にロール状で運搬される必要があることは、実際にほとんど避けられない。
しかし、剛性のポリオレフィンは巻き取ることができない。
【０００９】
　軟質ポリオレフィン封止膜の機械的特性を最適化するため、封止膜を繊維で補強する場
合有利となる。ポリオレフィン封止膜を繊維で補強する場合、特に有利となる。繊維での
補強は、ばらの繊維形態または好ましくは平坦な繊維構造により行われることができる。
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好ましくは、繊維による補強は、ポリオレフィン封止膜を繊維マット、繊維層、繊維フリ
ース、繊維格子状層または繊維布で補強するように行われる。
【００１０】
　軟質ポリオレフィン封止膜を布地で補強することが好ましい。繊維として特に適してい
るものは、ガラス、炭化水素、セルロース、綿布または合成プラスチックの繊維、好まし
くはポリエステルからなる繊維またはエチレンおよび／またはプロピレンのホモポリマー
もしくはコポリマーからなる繊維あるいはビスコースからなる繊維である。物理形態にお
いて、繊維を短繊維または長繊維として、あるいは紡糸、織り繊維または不織繊維材料の
形態で使用することができる。繊維の使用は、機械的強度の改善、特に繊維の少なくとも
一部が高い引張強度の、または極めて高い引張強度からなる繊維、特にガラス繊維または
アラミドからなる場合、特に有利となる。最も好ましくは、繊維はガラス繊維またはポリ
エステル繊維である。
【００１１】
　特に好ましいものは、ガラス繊維不織製品および／またはガラススクリムあるいはポリ
エステルマットで補強された軟質ポリオレフィン封止膜である。
　特に適切な軟質ポリオレフィン封止膜は、シーカ・サーナフィル社、スイスのサーナフ
ィル（登録商標）ＴＧおよびサーナフィル（登録商標）ＴＳ、特にサーナフィル（登録商
標）ＴＳ７７－１５、ＴＳ７７－１８およびＴＳ－２０の製品ラインおよびシーカプラン
（登録商標）ＷＴの製品ラインのものである。
【００１２】
　地下および地上の構造物は特に、建造物、家屋、保持壁、屋根、トンネルおよび橋梁で
ある。特に、地下または地上の構造物として好ましいものは屋根、特に平坦な屋根である
。
【００１３】
　本明細書において、「非反応性」ホットメルト接着剤化合物は、室温または融点のいず
れかにて互いに化学反応し、高分子種となるポリマーを有さないホットメルト接着剤化合
物を意味する。このような非反応性ホットメルト接着剤化合物は、特にイソシアネート基
、アルコキシシラン基、エポキシド基または（メタ）アクリレート基を含まないポリマー
を有する。
　従って、非反応性ホットメルト接着剤化合物は、エポキシ樹脂、特に硬質エポキシ樹脂
を含有しない。
　本明細書において、「ホットメルト接着剤化合物」は、２５℃で固体であり、融点に加
熱時に溶融し、従って流体状となる化合物を意味する。このようなホットメルト接着剤化
合物を、ホットメルト接着剤化合物の融点以上となる塗布温度にて基材に塗布し、冷却時
に再度固体となり、それにより基材とともに接着強度を形成することができる。本発明の
ホットメルト接着剤化合物は、非反応性ホットメルト接着剤化合物であるため、ホットメ
ルト接着剤化合物が融点に加熱時に再度溶融し、その上で、接着剤付着が再度分解され得
る。
【００１４】
　本明細書において、「室温」は２５℃として理解される。
【００１５】
　本明細書において、「融点」はＤＩＮ　ＥＮ　１２３８に従い、環球法を使用して測定
される軟化点として定義される。
【００１６】
　本明細書において、「部分的に溶融する」または「部分溶融する」は、ＤＩＮ　ＥＮ　
１２３８に従い環球法において測定された、クロスオーバー温度（「Ｔクロスオーバー」
）と呼ばれる温度以上にあり、軟化点未満にある温度にホットメルト接着剤化合物を加熱
することを意味する。
　クロスオーバー温度は、多くの場合、流れ境界と呼ばれ、ＤＴＭＡ（動的熱機械分析）
により測定された、損失弾性率と貯蔵弾性率曲線が交差する温度である。本発明において
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、ＤＴＭＡによるクロスオーバー温度の決定には、以下のＤＴＭＡ測定パラメータを使用
する。
　デバイス：アントンパールＭＣＲ　３００　ＳＮ　６１６９６６
　ソフトウェア：ＵＳ　Ｖ２．３
　スタンプ：２５ｍｍプレート（平面）
　空隙測定：（サンプル厚）１ｍｍ
　温度勾配：－１℃／分で２００℃～９０℃
　振動頻度：１Ｈｚ
　γ振幅：１％（０．８ｍｒａｄに相当）
【００１７】
　典型的に、部分溶融することは、少なくとも２０℃、特に少なくとも３０℃および好ま
しくは少なくとも４０℃を意味する実質的に軟化点以下の温度で生じる。
【００１８】
　方法のステップａ）において、軟質ポリオレフィン封止膜を非反応性ホットメルト接着
剤化合物で被覆する。
　このため、非反応性ホットメルト接着剤化合物を溶融温度以上で加熱し、そうして、ホ
ットメルト接着剤化合物が流体状になり、塗布温度にて軟質ポリオレフィン封止膜に塗布
される。
　ホットメルト接着剤化合物の溶融温度は、可能な場合、少なくとも封止膜を使用する場
合に生じる温度以上であるのに、十分に高くするものとする。それゆえ、地下または地上
の構造物の封止において、非反応性ホットメルト接着剤化合物の溶融温度は８０～２００
℃、特に１３０～１８０℃であることが好ましい。
　塗布温度は典型的に、溶融したホットメルト接着剤化合物の粘度がホットメルト接着剤
を一般に使用する塗布デバイスにより良好な塗布が可能なように選択される。従って、塗
布温度は、ブルックフィールド・サーモセルで測定された、粘度が好ましくは１５００～
４００００ｍＰａ・ｓであるように選択される。高すぎる塗布温度を使用する場合、接着
剤または軟質ポリオレフィン封止膜は、許容できない範囲の熱による損傷を生じ得る。そ
れゆえ、塗布温度は２００℃以下、好ましくは１９０℃以下であることが好ましい。
　溶融された非反応性ホットメルト接着剤化合物の軟質ポリオレフィン封止膜への塗布は
、上記の塗布温度にて好ましくは、絞り出し、ドクターブレード塗布、噴霧、塗装、スタ
ンピング、カレンダー仕上げ、鋳造、ペインティング、はけ塗り、圧延、浸漬または押出
しにより行われる。
　軟質ポリオレフィン封止膜への溶融された非反応性ホットメルト接着剤化合物の塗布は
、予め製造された軟質ポリオレフィン封止膜で必ずしも行う必要はないが、例えば、軟質
ポリオレフィンおよび非反応性ホットメルト接着剤化合物を同時に押出すことより軟質ポ
リオレフィン封止膜を直接製造中に生じることができる。それゆえ、軟質ポリオレフィン
および非反応性ホットメルト接着剤化合物の同時の押出しは、本発明の意味において「軟
質ポリオレフィン封止膜の被覆」として理解することもできる。
　非反応性ホットメルト接着剤化合物は全表面に、格子状としてまたは特定のパターンを
使用して行うことができる。
【００１９】
　ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜は、２５℃で非粘着性である、非反応
性ホットメルト接着剤化合物を塗布することにより作製される。
　室温への急速な冷却を促進するため、塗布された非反応性ホットメルト接着剤化合物を
、冷却手段を用いて、例えば冷風を吹き込み、または膜を予冷却もしくは積極的に冷却し
た冷却器上に膜を積層することにより膜を冷却し、またはこの冷却器と膜を接触させるこ
とにより冷却することができる。
【００２０】
　このように作製されたホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜を次に、トリミ
ングし、切断し、巻き取り、またはさらに必要な場合直接加工することができる。被覆さ



(7) JP 5976007 B2 2016.8.23

10

20

30

40

50

れたプラスチック膜のロールを次に保存し、または必要な場合輸送することができる。
【００２１】
　ステップａ）は、膜製造プラントにて工業方法で行われることが好ましく、かつ、ホッ
トメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜を、好ましくはロールから塗布のためのホッ
トメルト被覆のポリオレフィン封止膜の形態で、使用する建設現場に運搬する。非反応性
ホットメルト接着剤化合物の塗布を建設現場で行わない場合は特に有利であり、高い塗布
温度および火事および火傷に関連する危険のため作業および工業上の安全性の点から非常
に有利となるものである。さらに、ホットメルト化合物を塗布し、冷却させるまで建設現
場で待つ必要はなく、従って、作業現場での作業をかなり加速させることが可能になる。
ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜が非粘着性である特性に基づき、被覆し
た膜を簡易に巻き取り、場所を取らずにロールで保存し、輸送し、かつ必要な場合は広げ
ることができる。好ましくは、ロール上の個々の層は互いに接着せず、これは、特定の好
ましくない場合における保存、特に長期保存の間にロールのブロックとならないことを意
味する。しかし、巻き取る前に被覆した膜上に剥離紙、特にシリコン処理した剥離紙を入
れることにより、ブロッキングを完全に回避することが望ましい。
【００２２】
　非反応性ホットメルト接着剤化合物は、室温で固体であり、融点以上での加熱時に溶融
し、流体状になる。しかし、正確には、ポリマーにおける「融点」と言うことはできない
。これは、本明細書において、「融点」が、ＤＩＮ　ＥＮ　１２３８に従った環球法によ
り測定される軟化点として理解されるからである。溶融されたホットメルト接着剤化合物
は、典型的に軟化点以上の温度、典型的に少なくとも２０℃以上で塗布される。この温度
は、「塗布温度」と呼ばれ、典型的に１４０～２００°、１５０～１８０℃である。塗布
温度では、接着剤は単一の塗布が可能となる粘度を有する。ブルックフィールド・サーモ
セルで決定された粘度は、好ましくはこの温度範囲において１５００～５００００ｍＰａ
・ｓである。かなり高い場合、塗布は非常に困難となる。かなり低い場合、接着剤が非常
に薄く、材料表面から剥離し、塗布中に付着後冷却により固体化する。特に、１５０～１
８０°の温度範囲で好ましいのは、ブルックフィールド・サーモセルで測定された、２５
００～２００００ｍＰａ・ｓの粘度である。
【００２３】
　適切でない非反応性ホットメルト接着剤化合物は、２５℃で粘着性のあるものである。
ホットメルト接着剤化合物が粘着性であるかどうかは、指を使って表面を一瞬押圧するこ
とにより容易に決定することができる。疑わしい場合、粉末チョークを２５℃の非反応性
ホットメルト接着剤の表面に散布した後、表面を傾け、そうして粉末チョークを落とすこ
とができる。残りの粉末チョークが表面に接着したままであると見える場合は、接着剤は
粘性であると考えられる。
　好ましい実施形態におけるホットメルト接着剤化合物の好ましい実施形態は、熱可塑性
ポリ－α－オレフィン、好ましくはアタクチックのポリ－α－オレフィン（ＡＰＡＯ）、
すなわち、２５°で固体の、非反応性ホットメルト接着剤化合物の量に対して５０重量％
以上、好ましくは６０重量％以上の量を含有するものである。
【００２４】
　本明細書において、用語、「α－オレフィン」は、一般式ＣｘＨ２Ｘ（ｘは炭素数に相
当する）で、１つ目の炭素原子（α－炭素）でＣ－Ｃ二重結合を有する、アルケンの標準
的な定義において使用される。α－オレフィンの例は、エチレン、プロピレン、１－ブテ
ン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテンおよび１－オクテンがある。結果的に、
例えば、１，３ブタジエン、２－ブテンおよびスチレンは本明細書の意味ではα－オレフ
ィンではない。
　本明細書において、「ポリ－α－オレフィン」は、α－オレフィンのホモポリマーおよ
びいくつかの異なるα－オレフィンのコポリマーとしての標準的な定義で理解される。ア
タクチックのポリ－α－オレフィン（ＡＰＡＯ）は他のポリオレフィンと対照に、非晶質
構造を有する。好ましくはこれらのアタクチックのポリ－α－オレフィンは９０℃以上、
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特に９０℃～１３０℃の軟化点を有する。分子量Ｍｎは、特に７０００～２５０００ｇ／
ｍｏｌである。特に好ましいアタクチックのポリ－α－オレフィンは、デグサ製のベスト
プラスト（登録商標）の商品名で入手可能である。
　特に好ましいのは、プロピレン－富化アタクチックのポリ－α－オレフィンおよび部分
結晶性プロピレン－エチレン－ブチレンターポリマーである。
【００２５】
　別の実施形態において、非反応性ホットメルト接着剤化合物は、２５℃で固体のコポリ
マーを含有し、非反応性ホットメルト接着剤化合物の量に対して特に５０重量％以上、好
ましくは６０％以上の量の、少なくとも１つ、好ましくは１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を
有する少なくとも２つのモノマー、好ましくはエチレン－／酢酸ビニルコポリマーのフリ
ーラジカル重合から得られる。
　エチレン－酢酸ビニルコポリマー（ＥＶＡ）は、５０％以下の酢酸ビニルの割合、特に
１０～４０％、好ましくは１５～３０％の酢酸ビニルの割合のものが好ましいと判明して
いる。
【００２６】
　非反応性ホットメルト接着剤化合物はまた、ポリオレフィン、２３℃で固体の炭化水素
樹脂、マレイン酸グラフトポリオレフィンなどの軟性樹脂、ならびに紫外線および／また
は熱安定剤を含有することが有利である。
　２３℃で固体の炭化水素樹脂は、好ましくは１００～１４０℃、特に１１０～１３０℃
の軟化点を有する。２３℃で固体の炭化水素樹脂の全割合がホットメルト接着剤化合物に
対して最大重量２０重量％、特に最大１６重量％、好ましくは１０～１６重量％である場
合、特に有利であることが示されている。
【００２７】
　軟性樹脂は、－１０℃～４０℃の軟化点を有する。室温（２３℃）での軟性樹脂（ＷＨ
）がその融点または軟化点にかなり近いという事実に基づき、室温で、すでに流体状また
は非常に軟化している。軟性樹脂は、天然樹脂または合成樹脂であってよい。特に、この
ような軟性樹脂は、パラフィン、炭化水素樹脂、ポリオレフィン、ポリエステル、ポリエ
ーテル、ポリアクリル酸およびアミノ樹脂のクラスからなる中分子量から高分子量の化合
物である。軟質樹脂は、好ましくは、０℃～２５℃、特に１０℃～２５℃の融点または軟
化点を有する。軟性樹脂を少量のみ使用する。好ましくは軟性樹脂の全割合は、ホットメ
ルト接着剤化合物に対して最大２０重量％である。
【００２８】
　マレイン酸グラフトポリオレフィンは、接着において有利であるため特に好ましい。こ
のようなマレイン酸グラフトポリオレフィンは、特に７０００～１４０００ｇ／ｍｏｌの
分子量のマレイン酸グラフトポリプロピレンであることが特に有利であると示されている
。マレイン酸グラフトポリオレフィンの全割合は、ホットメルト接着剤化合物に対して最
大２０重量％、特に最大１５重量％、好ましくは１０重量％未満である場合、特に有利で
あることが示されている。
　さらに、非反応性ホットメルト接着剤化合物は、他の成分を有することができる。適切
な他の成分は、特に、可塑剤、結合剤、紫外線吸収剤、紫外線および熱安定剤、蛍光漂白
剤、殺菌剤、顔料、染料、充填剤および乾燥剤を含む群から選択される成分である。
【００２９】
　非反応性ホットメルト接着剤化合物は、ＤＩＮ　ＥＮ　１２３８に準拠した環球法に従
い軟化点として測定された、好ましくは８０～２００℃、特に１３０～１８０℃の融点を
有する。
　ステップａ）において、塗布された非反応性ホットメルト接着剤化合物の量は、典型的
に５０～３００ｇ／ｍ２、特に１００～２００ｇ／ｍ２、好ましくは１００～１５０ｇ／
ｍ２である。非反応性ホットメルト接着剤化合物の被覆厚は好ましくは５０～５００ミク
ロン、特に５０～１００ミクロンである。
【００３０】
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　この方法において、ステップａ）の後のステップｂ）において、ホットメルト接着剤化
合物被覆のポリオレフィン封止箔を地下または地上の構造物の表面に塗布する。被覆膜の
塗布は、非反応性ホットメルト接着剤化合物が軟質ポリオレフィン封止膜と構造物の表面
との間に位置するように行われる。
【００３１】
　膜は、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜の粘着性の欠如により表面上で
可動する。しかし、接着剤で被覆したポリオレフィン封止膜の重量に基づき、特定の最小
の力がこの可動に必要となる。これは望ましくない滑りをそのように防止することができ
るため有利である。例えば、傾斜した表面では、わずかな風による望ましくない動きまた
は巻き戻しをおもに防止することができる。可動に必要な最小の力を添加剤（例えば、充
填剤）または膜厚を選択して調節することができ、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフ
ィン封止膜の表面構造はまた、吸着により決定的な影響を受け得る。例えば、接着摩擦は
粗い接着表面で増加し、例えば、これは接着剤の不均一な塗布または格子形状に塗布され
た接着剤の結果である。
【００３２】
　構造物の表面は種々の材料からなり得る。特に、このような表面材料には、コンクリー
ト、漆喰、石、煉瓦、モルタル、繊維セメントおよび御影石または大理石などの天然石、
アルミニウム、剛鉄、非鉄金属および亜鉛メッキ処理した金属などの金属または合金、木
材、断熱材、ポリイソシアヌレート樹脂（ＰＩＲ）、被覆金属または合金などの被覆基材
、ならびに塗料およびワニスがある。特に好ましいのは、屋根下板として使用される材料
である。
　必要な場合、基材を前処理した後、接着剤または封止材料を塗布することができる。こ
のような前処理には、特に、物理的および／または化学的洗浄方法、例えば、研磨、砂吹
き、はけ塗りもしくは同様な方法、または洗浄剤、溶剤での処理あるいは付着剤、付着溶
液もしくはプライマーの塗布を含む。
【００３３】
　本発明の一実施形態において、上記の方法にあるように、地下または地上の構造物５の
被覆表面４を、追加のステップａ’）で得られるようにホットメルト接着剤で被覆する。
　ａ’）非反応性ホットメルト接着剤化合物２を地下または地上の構造物５の表面４に塗
布する。
　本明細書において、ステップａ’）はステップｂ）の前に行うことが重要である。
【００３４】
　方法のさらなるステップｃ）において、非反応性ホットメルト接着剤化合物が溶融によ
り接着するように熱を導入する。
【００３５】
　ステップｃ）における熱の導入は、ホットメルト接着剤化合物の温度がホットメルト接
着剤化合物の軟化点以下を意味する、少なくとも３０℃、好ましくは融点以下の少なくと
も４０℃である温度を超えないように行うことが好ましい。
【００３６】
　熱の導入は、ステップｃ）において、ステップｂ）のホットメルト接着剤被覆のポリオ
レフィン封止膜３の塗布中、特にホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜３と構
造物５の表面４との間に塗布中に形成される空隙６に好ましくは行うことができる。
【００３７】
　別の実施形態において、熱は、ステップｃ）において、ホットメルト接着剤化合物２に
対向して位置するポリオレフィン封止膜１の側に導入され、ポリオレフィン封止膜１を通
り、ホットメルト接着剤化合物２に移動する。
【００３８】
　熱の導入は温風、火炎、誘導加熱または誘電加熱により行うことができる。熱の導入は
、好ましくは熱が過度のマイナスな熱による影響を受けず、またはさらに膜、接着剤また
は構造物の表面の材料を破壊しないように行う。
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　このように、ホットメルト接着剤化合物が部分的に溶融するので、ホットメルト接着剤
化合物は少なくとも部分的に流動状であり、それにより構造物の表面の密着した接触が確
実に保証される。
　接着剤の加熱を特に７０～１３０℃の接着温度に行う。
【００３９】
　ステップｃ）の後にくるステップｄ）において、ホットメルト接着剤化合物２を冷却し
、軟質ポリオレフィン封止膜１と構造物５の表面との間に接着結合を形成させる。この冷
却は典型的に、他の補助剤を用いずに行う。しかし、特定の場合、例えば、短時間の後に
膜が負荷に耐え、または歩行を支えられる場合、冷却を促進させる場合、望ましく、有利
であり得る。これは、例えば、膜または構造物を冷却するための冷却手段、例えば、ブロ
ワー、特に空気のブロワーを有することにより行うことができる。
【００４０】
　上記の本方法を通して、地下または地上の構造物を封止する。この封止は特に、水、特
に雨水または構造物の水に対して封止する。本方法を用いて、構造物を長期間、典型的に
数年間、特に１０または２０年以上確実に封止することができる。
【００４１】
　従って、地下または地上の構造物を封止するための２５℃で非粘着性である、非反応性
ホットメルト接着剤被覆の軟質ポリオレフィン封止膜３の使用は、本発明のさらなる態様
を表す。
【００４２】
　最後に、複合体８は、本発明の別の態様を形成する。
　この複合体８は
ｉ）ポリオレフィン封止膜１の層
ｉｉ）ホットメルト接着剤化合物２の層
ｉｉｉ）地下または地上の構造物５
を有する。
　この場合のホットメルト接着剤化合物２の層は、ポリオレフィン封止膜１の層と地下ま
たは地上の構造物５との間に配置させる。
【００４３】
　この場合、地下または地上の構造物５は特に屋根である。
【００４４】
　以下において、本発明を好ましい実施形態に基づき図を用いてより詳細に記載し、それ
により本発明の直接の理解のための本質的な要素のみを示すものとする。種々の図の同じ
要素は同じ記号で標識される。さらに、本明細書において示された図は、スケールは示さ
れない概略的に表示されることを指し示す。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】図１は、軟質ポリオレフィン封止膜または封止ストリップの、その上に非反応性
ホットメルト接着剤化合物を塗布する概略断面図を示す。
【図２】図２は、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜の製造方法の概略図を
示し、　ロールに巻き取られたホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜の断面図
を示す。
【図３】図３は、第１の実施形態における、その製造後の複合体の概略断面図を示す。
【図４】図４は、第２の実施形態における、その製造後の複合体の概略断面図を示す。
【図５】図５は、第３の実施形態において、その製造後の複合体の概略断面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　以下の図は、地下または地上の構造物を封止する方法の個々の段階を概略的に示す。
【００４７】
　図１は、非反応性ホットメルト接着剤化合物２がステップａ）の軟質ポリオレフィン封
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止膜１に被覆として、２５℃で非粘着性である、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィ
ン封止膜３の形成物で塗布されている軟質ポリオレフィン封止膜１を示す。図２に記載の
ように、粘着性がないことで、接着物または箔が問題なく巻き取ることが可能となる。さ
らに、膜を自由に可動させ、あまり望ましくない基材に粘着することがなく、埃または他
の小さな粒子が表面に接着したままにならず、それにより膜の表面が汚染されず、または
魅力的な外見となるため有利となる。
【００４８】
　図２はホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜３または封止ストリップ３をロ
ール９に巻き取ることができることを示す。本明細書に示す概略図において、ホットメル
ト接着剤化合物２は、溶融され、塗布デバイス１０、例えば、幅広のスリットジェットア
プリケーターにより、軟質ポリオレフィン封止膜１に塗布される。このため、ポリオレフ
ィン封止膜を塗布システム１０のもとで可動させる。典型的に、ポリオレフィン封止膜を
ロールから広げる（図示せず）。室温に確実に素早く冷却するため、冷却手段１１（例え
ば、空気ブロワー）を本明細書において示される実施形態の材料に適用する。図２はまた
、このように製造されたホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜３を巻き取るこ
とを示す。さらに、図２の下の部分では、ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止
膜３を有するロール９の拡大した切り欠き概略図を、を示す。被覆した封止膜を巻き取る
場合、巻き取られたホットメルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜３の個々の層が互い
に直接接触し、特に剥離紙の中間層を有しない。ホットメルト接着剤被覆のポリオレフィ
ン封止膜３を、必要な場合、長期保存後または輸送時でもロール９からブロックにならず
に広げることができる。ロール９を長期間にわたり保存することができ、場所を取らずに
輸送することができ、必要な場合、膜製造プラントまたは建築現場で広げることができ、
かつ場合により、所望のストリップの長さにトリミングすることができる。
　本明細書に示される実施形態において、巻き取りはシリコン処理した剥離紙を使用せず
行うが、巻き取り時に接着剤を塗布し、次いでロールの個々の層が互いに粘着することを
防止する。
【００４９】
　図３および４は、方法のステップｂ）およびｃ）を示す。
　第１の実施形態を図３に示す。本明細書において、ステップｂ）では、ホットメルト接
着剤被覆のポリオレフィン封止膜３を地下または地上の構造物５の表面４に塗布する。膜
に粘着性がないため、表面４上で可動することができ、従って、例えば、膜の最終的な位
置付けを可能とする。膜の重量のため、膜は特定の慣性を有しており、特に、例えば滑り
または風の影響により望ましくない可動を大いに防止する。さらに、図３はステップｃ）
の変形例を示す。本明細書において、ステップｃ）の熱の導入は、ステップｂ）のホット
メルト接着剤被覆のポリオレフィン封止膜３を積層することにより、ホットメルト接着剤
被覆のポリオレフィン封止膜３と構造物５の表面４との間の積層ステップ中に形成される
空隙６に行う。熱のため、接着はホットメルト接着剤化合物２の溶融により生じる。それ
により、ホットメルト接着剤化合物は、軟化またはわずかに粘着性となり、構造物の表面
４を接触させることができる。次のステップｄ）において、ホットメルト接着剤化合物２
を再度冷却し、その上に、接着結合が、軟質ポリオレフィン封止膜１と構造物５の表面の
間に生じ、結果として、被覆した複合体８が形成される。この被覆した複合体８は、ポリ
オレフィン封止膜１の層、ホットメルト接着剤化合物２の層および地下または地上の構造
物５を有する。ホットメルト接着剤化合物２の層は、この場合、ポリオレフィン封止膜１
の層と地下または地上の構造物５との間に配置される。
【００５０】
　図４は第２の実施形態を示す。本質的に、これは、構造物の表面４がホットメルト接着
剤化合物２で被覆された表面４’を示す以外は図３に相応する。このような表面４’を追
加のステップａ’）を介して積層する前に得る。ステップａ’）において、非反応性ホッ
トメルト接着剤化合物２を次いで地下または地上の構造物５の表面４に塗布した後、ステ
ップｂ）を除外する。
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【００５１】
　図５は、第３の実施形態を示す。本明細書において、熱を、ステップｃ）の熱源７を使
用して、ホットメルト接着剤化合物２に対向するポリオレフィン封止膜１の側に導入し、
ポリオレフィン封止膜１を通り、ホットメルト接着剤化合物２に移動させる。熱により、
ホットメルト接着剤化合物２の部分的溶融が生じる。この方法において、ホットメルト接
着剤化合物は少なくとも部分的に流体状になり、構造物の表面４と付着させることができ
る。次のステップｄ）において、ホットメルト接着剤化合物２をもう一度冷却し、その上
に軟質ポリオレフィン封止膜１と構造物５の表面との間の接着剤付着が形成され、その結
果、図４に記載のように、複合体８が形成される。
【実施例１】
【００５２】
　以下に、実施例を基に本発明を説明する。ポリエステルスクリムで補強し、シーカ・サ
ーナフィル社、スイスから入手可能であり、１．８ｍｍ厚の軟質ポリオレフィン封止膜サ
ーナフィル（登録商標）ＴＳ７７－１８に、１８０℃に加熱し、溶融した、シーカ・オー
トモーティブ社、ドイツから入手可能な非反応性ホットメルト接着剤シーカメルト（登録
商標）－９１７１を１５０ｇ／ｍ２塗布した。室温に冷却後、このように被覆した、接着
剤被覆の軟質ポリオレフィン膜を５×２０ｃｍのストリップにトリミングした。
　粉末チョークをまぶすことにより決定した、このように製造された接着剤被覆の軟質ポ
リオレフィン膜は２３℃で非粘着性であった。箔を縦に配置すると、粉末チョークは全て
接着剤の表面から落ちたので、チョークは表面にもはや見つけることができないように見
えた。
【００５３】
　このように作製された接着剤被覆の軟質ポリオレフィン膜のストリップをコンクリート
の園路プレートおよび亜鉛プレートに塗布し、そうして接着剤を被覆した側を、付着させ
る基材と接触させた。このストリップを除去し、接着剤で測定された温度が１１５℃～１
３５℃であるように温風をヒートガンまたは火炎を使用して空隙に吹き込み、次いで、５
ｋｇローラーで押圧した。複合体を室温に冷却した直後に、剥離抵抗を、引張試験機を用
いて測定した（角度９０°、前進速度１００ｍｍ／分）を表１に示す。
　シーカメルト（登録商標）－９１７１は、ＤＩＮ　ＥＮ　１２３８に従った環球法によ
り測定された１６０℃の軟化点および上記方法に従いＤＴＭＡにより決定された１０９℃
のクロスオーバー温度を有する。
【００５４】
【表１】

【符号の説明】
【００５５】
　１　軟質ポリオレフィン封止膜または封止ストリップ
　２　非反応性ホットメルト接着剤化合物
　３　ホットメルト被覆のポリオレフィン封止膜
　４　表面
　４’　ホットメルト接着剤２で被覆した表面
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　５　地下または地上の構造物
　６　空隙
　７　熱源
　８　複合体
　９　ロール
　１０　アプリケーター
　１１　冷却手段

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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